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Ⅰ 全庁共通  
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

全庁共通 ― ●市民への各種施策の的確な情報発信 

○経営改革の断行 

○地方創生の着実な推進

○全庁横断的な協力による事務事業の実施及び職員

間のコミュニケーションの構築 

○市民の視点に立った丁寧な窓口対応 

○来庁者への積極的な声かけ

○公用車の安全運転・危険予測による事故防止意識

の向上 

            ― ・事業コストを踏まえた使用料･手数料

の見直し 

・減免規定範囲が肥大化していないか

使用料・手数料を検証 

・公共施設白書の更新 

・個別施設計画の策定 

・普通建設事業費の圧縮・既存事業の

見直し、再編によるコスト削減、公共施

設再編・長寿命化等推進経費の計画

的計上 

・事業シートを活用した事務事業の見

直し 

・業務内容に着目した業務委託の見直し 

・事業効果・成果等を精査した補助金

等の見直し 

・特別会計・公営企業等の経営改善、

収入の適正化等への取り組みの状況

を踏まえた適正な繰出措置 

・業務量調査の実施【内部業務の見直し】 
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Ⅱ 総務部  

部局名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

総務部 ・議会との連絡調整 

・文書及び法規 

・統計 

・職員の人事、給与及び福利厚生 

・防災 

・交通安全 

・富津市まち・ひと・しごと創生総合

戦略 

・ふるさとふっつ応援寄附

・公共交通

・秘書及び渉外 

・広報広聴 

・予算及び財務 

・財産の管理 

・契約及び工事検査 

・経営改革 

・行政組織 

・情報システム 

・他の部の所管に属さないもの 

●資格専門職の採用・確保 

●業務継続計画の策定 

●総合戦略の進行管理及び次期総合戦略の策定 

●公共交通網形成計画事業の推進 

○部局横断的な協力による事務事業の実施及び職員

間のコミュニケーションの構築 

○防災行政無線デジタル化の推進 

○自主防災組織設置の促進 

○ふるさとふっつ応援寄附の推進 

○浅間山砂利採取跡地利用 

○中期財政計画における財政規律の維持・向上（財

政調整基金残高目標額の達成、地方債残高上限値

内とする発行抑制） 

○公共施設再配置推進計画の策定 

○経営改革プラン実行計画の推進 

○組織・機構の見直し 

・自主防災組織設置の促進 

・自主防災組織への防災資器材交付 

・地域防災力を高める各種講座の実施 

・避難所自動解錠装置の設置 

・市内の交通利便性維持、向上のため

の近隣自治体、事業者、利用者などで

検討する場の設置 

・公共交通の現状調査及び利用促進 

・民間事業者と連携した移住情報や空

き家情報の提供による転入促進

・移住する地域ごとの情報提供の充実

及び地域と市の連携

・女性の雇用や職域拡大に取り組む企

業の表彰などのＰＲ 

・ふるさとふっつ応援寄附の推進 

・ふっつのいいこと発信事業（広報ふっ

つ、ホームページ） 

・財政状況を勘案した職員地域手当の

見直し 

・定員適正化計画の推進 

・市民ニーズに対応した組織・機構の

見直し 

・人事評価結果の人事管理、人材育成

への活用 

・繁閑期を考慮した職員協力、臨時的

併任などの調整 

・年度当初以外の人事異動の実施、年

度途中の流動的人事配置の実施【内

部業務の見直し】 

・債権管理・徴収を一括して行う組織の

設置【内部業務の見直し】 

・ふるさと納税制度の積極的な活用推進 

・寄附傾向の徹底した分析による有効

なＰＲ・リピーター獲得の強化 

・未利用財産の処分・有効活用 

・庁舎の空きスペースの有効活用 

・土地開発公社の在り方の検討 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

総務課 ・庁議 

・文書の収受、発送、配布及び保

存管理 

・市の境界及び字の変更 

・市民憲章 

・不当要求行為の調整 

・基幹統計及び各種統計調査 

・議会の招集、議案の調整及び議

会との連絡調整 

・条例、規則等の制定改廃 

・情報公開及び個人情報保護の調整 

・行政手続の調整 

・訴訟、和解等の調整 

・公益通報者保護の調整 

・職員の定数 

・職員の任免・研修・給与・福利厚生 

●会計年度任用職員の制度設計 

●資格専門職の採用・確保 

○人材育成基本方針の見直し 

○人事評価のシステム導入 

○懲戒処分公表指針の見直し 

○人事評価制度の実施と見直し 

○職員地域手当の国の支給率の支給 

○職員の障害者法定雇用率の維持 

○ストレスチェック制度の実施と活用 

○時間外勤務の縮減 

○年次有給休暇の取得率の向上 

 ・財政状況を勘案した職員地域手当の

見直し 

・定員適正化計画の推進 

・市民ニーズに対応した組織・機構の

見直し 

・人事評価結果の人事管理、人材育成

への活用 

・繁閑期を考慮した職員協力、臨時的

併任などの調整 

・年度当初以外の人事異動の実施、年

度途中の流動的人事配置の実施【内

部業務の見直し】 

・債権管理・徴収を一括して行う組織の

設置【内部業務の見直し】 

防災安全課 ・防災 

・災害対策本部 

・地域防災計画 

・国民保護計画 

・防災行政無線 

・自主防災組織 

・安全安心メール 

・交通安全 

・交通事故相談 

・防犯 

●地域防災計画の修正 

●業務継続計画の策定 

●安全安心条例(仮称)の策定 

○防災行政無線デジタル化の推進 

○避難所運営委員会（仮称）制度の確立 

○自主防災組織設置の促進 

○地域（地区）防災訓練の実施 

・自主防災組織設置の促進 

・自主防災組織への防災資器材交付 

・地域防災力を高める各種講座の実施 

・避難所自動解錠装置の設置 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

企画課 ・富津市まち・ひと・しごと創生総合

戦略 

・ふるさとふっつ応援寄附 

・男女共同参画の推進 

・出前講座 

・パブリックコメント制度 

・公共交通 

・東京湾口道路の建設促進 

・首都圏第 3 空港

●総合戦略の進行管理及び次期総合戦略の策定 

●地域おこし協力隊の活用による移住、定住の促進 

●公共交通網形成計画事業の推進 

○ふるさとふっつ応援寄附の推進 

○富津市観光・しごと・移住推進プロジェクトの継続 

○浅間山砂利採取跡地利用

・市内の交通利便性維持、向上のため

の近隣自治体、事業者、利用者などで

検討する場の設置 

・公共交通の現状調査及び利用促進 

・民間事業者と連携した移住情報や空

き家情報の提供による転入促進

・移住する地域ごとの情報提供の充実

及び地域と市の連携

・女性の雇用や職域拡大に取り組む企

業の表彰などのＰＲ 

・ふるさとふっつ応援寄附の推進 

・ふるさと納税制度の積極的な活用推進 

・寄附傾向の徹底した分析による有効

なＰＲ・リピーター獲得の強化 

秘書広報課 ・市長及び副市長の秘書・渉外 

・交際・儀式・表彰 

・名誉市民 

・市政の周知・宣伝 

・市広報紙の編集・発行 

・市ホームページ管理運営 

・広聴 

 ・ふっつのいいこと発信事業（広報ふっ

つ、ホームページ） 

財政課 ・予算編成 

・執行管理 

・地方交付税 

・市債 

・公会計 

・財政事情の公表 

・財務統計及び財務分析 

・公有財産の取得・管理・処分 

・庁舎の管理 

・工事等・物品調達に係る入札・契約 

・土地開発公社 

・工事の指導及び検査 

・指定管理者の指定に関する総括管理 

●中期財政計画の見直し（ローリング） 

○中期財政計画における財政規律の維持・向上（財

政調整基金残高目標額の達成、地方債残高上限値

内とする発行抑制） 

○公共施設維持管理基金への積み立て 

○わかりやすい財政事情の公表・充実 

○未利用財産の処分・有効活用 

 ・未利用財産の処分・有効活用 

・庁舎の空きスペースの有効活用 

・土地開発公社の在り方の検討 

・財政状況を勘案した職員地域手当の

見直し 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

経営改革推進課 ・経営改革 

・公共施設の再配置 

・電子計算組織の運用および維持

管理 

・行政組織・機構

●経営改革プランの検証手法の検討 

●官民データ活用推進計画の策定 

○公共施設再配置推進計画の策定 

○経営改革プラン実行計画の推進 

○組織・機構の見直し 

○経営改革会議の運営 

○事業シートを活用した PDCA サイクルの確立 

 ・財政状況を勘案した職員地域手当の

見直し 

・定員適正化計画の推進 

・市民ニーズに対応した組織・機構の

見直し 

・債権管理・徴収を一括して行う組織

の設置【内部業務の見直し】 
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Ⅲ 市民部 

部局名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

市民部 ・戸籍及び住民基本台帳 

・国民年金 

・市民活動 

・税 

・公害対策 

・自然保護及び環境保全 

・環境衛生 

●コンビニ交付の実施 

○地域活動団体の支援 

○マイナンバーカードの交付率向上及び円滑な交付 

○収納環境の拡充 

○徴収率の向上 

○次期君津地域広域廃棄物処理事業の推進 

・自治振興事業 

・行政と地区との連携及び地区の自主

的、主体的活動の推進 

・市民活動支援事業の実施 

・出会いの場創出 

・(仮称)木更津市火葬場整備運営事業 

・ごみ収集事業 

・資源ごみ回収活動推進事業 

・連絡所の廃止及び代替サービスの検

討・実施【内部業務の見直し】 

・都市計画事業等の見直し 

・新規滞納者の防止対策 

・滞納額の縮減対策 

課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

市民課 ・戸籍の届出 

・住民登録 

・外国人住民関係 

・印鑑登録 

・火葬場使用許可 

・国民年金 

・マイナンバー 

●コンビニ交付の実施 

●旅券事務権限委譲実施に関する検討 

○マイナンバーカードの交付率向上及び円滑な交付 

○窓口業務処理時間の短縮 

 ・連絡所の廃止及び代替サービスの検

討・実施【内部業務の見直し】 

市民活動推進室 ・市民活動の支援 

・コミュニティの推進 

・自治会 

・人権・行政相談 

・結婚相談 

●地域人権啓発活性化事業の実施 

●市民活動団体登録制度の確立 

○市民活動団体の育成及びネットワーク化 

・自治振興事業 

・行政と地区との連携及び地区の自主

的、主体的活動の推進 

・市民活動支援事業の実施 

・出会いの場創出 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

税務課 ・市・県民税の賦課 

・軽自動車税の賦課 

・原動機付自転車等の登録 

・廃車申告 

・税関係証明 

・固定資産税の賦課 

・固定資産の評価・価格の決定 

・土地・家屋等の異動処理 

・評価証明 

・市税の収納管理・督促・催告 

・市税の口座振替 

●税証明に係るコンビニ交付 

○収納環境の拡充 

 ・都市計画事業等の見直し 

徴収対策室 ・市税の徴収 

・滞納処分の執行 

○徴収率の向上 ・新規滞納者の防止対策 

・滞納額の縮減対策 

天羽行政センタ

ー 

・戸籍の届出 

・住民登録 

・外国人住民関係 

・印鑑登録 

・火葬場使用許可 

・国民年金 

・峰上地区公民館の利用調整 

・行政センターに属する建物及び

敷地管理 

●マイナンバーカードの交付率向上及び円滑な交付  ・連絡所の廃止及び代替サービスの検

討・実施【内部業務の見直し】 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

環境保全課 ・公害対策 

・自然公園・自然保護 

・産業廃棄物 

・土砂等による土地の埋立て 

・盛土・たい積行為の規制 

・太陽光発電設置補助金 

・浄化槽設置補助金 

・資源ごみ回収活動推進助成金 

・不法投棄対策 

・畜犬登録・狂犬病予防 

・火葬場の運営 

・墓地・改葬許可 

・一般廃棄物処理基本計画 

・クリーンセンターの運営 

・ごみの収集・運搬・処分・分別処理 

●環境センターの今後のあり方について 

○最終処分場整備事業 

○広域火葬場整備運営事業の推進 

○次期君津地域広域廃棄物処理事業の推進 

・(仮称)木更津市火葬場整備運営事業 

・ごみ収集事業 

・資源ごみ回収活動推進事業 
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Ⅳ 健康福祉部

部局名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

健康福祉部 ・社会福祉 

・児童福祉 

・介護保険 

・保健衛生 

・国民健康保険 

●第３次基本計画及び第５期障害福祉計画（第１期障

害児福祉計画）の推進 

●第７期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の推進 

●第２期データヘルス計画の推進 

●国保広域化の適切な事務執行 

●１８歳未満の国民健康保険税均等割額の減免制度

の検討 

●居宅介護支援事業所の指導の実施 

●（仮称）地域交流支援センター設置の推進 

○障害者福祉サービスの適正な支給 

○子育て世帯の経済的負担軽減を図り、安心して子

育てができる環境づくり 

○施設の老朽化、需要の減少予測に基づく、公立保

育所の適正配置 

○介護給付適正化事業（誤った請求や不適切あるい

は過剰なサービスの適正化を図るためのケアプランチ

ェックなど）の拡充 

○特定健診受診率、特定保健指導率向上 

○各種がん検診の受診率・予防接種の接種率アップ 

・要援護者地域見守り事業 

・障害者総合支援協議会支援事業 

・子育て窓口一本化 

・ファミリーサポートセンター事業 

・放課後児童クラブの充実 

・チャイルドシート貸付事業 

・第三子以降の保育料、入園料の無料化 

・赤ちゃん休憩室事業 

・子育て情報サイトの周知、充実 

・子育て支援センター事業 

・ワークショップの開催 

・児童遊園地管理運営事業 

・新生児支給用指定収集袋支給 

・老人クラブ活動事業（老人クラブ活動事

業の支援） 

・地域支援事業（介護・福祉サービスを充

実し、高齢者の在宅生活の支援） 

・日本版ＣＣＲＣ「『生涯活躍のまち』構想」

の導入の検討 

・富津市いきいき百歳体操（拡大） 

・特定健康診査事業 

・成人歯科健康診査事業 

・利用者支援事業 

・特定不妊治療費助成事業 

・妊娠・出産包括支援事業 

・病院情報の発信 

・電子母子手帳の活用 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

社会福祉課 ・日本赤十字社 

・災害弔慰金 

・要援護者地域見守り事業 

・障害者総合支援法・身体障害者

福祉法・知的障害者福祉法・精神

保健福祉法・発達障害者支援法・

児童福祉法（児童発達支援給付）・

障害者虐待防止法・障害者差別解

消法 

・障害者手帳（身体・知的・精神） 

・障がい者の各種手当 

・医療費助成等 

・生活保護法に基づく保護 

・生活困窮者自立支援法に基づく支援 

・行旅死病人 

●第３次基本計画及び第５期障害福祉計画（第１期障

害児福祉計画）の推進 

○地域福祉計画の策定 

○福祉避難所の運営 

○障害者福祉サービスの適正な支給 

○障害者虐待の根絶 

○障害者に対する差別の解消 

○生活困窮者への積極的な支援の実施 

○生活保護の適正実施（不正受給の防止・後発医薬

品の使用促進） 

・要援護者地域見守り事業 

・障害者総合支援協議会支援事業 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

子育て支援課 ・子ども子育て支援 

・児童手当 

・児童扶養手当 

・子ども医療費助成 

・ひとり親家庭への支援 

・児童虐待の対応 

・DV 相談 

・保育所等への入退所 

・保育料の賦課徴収 

・私立保育園・認定子ども園 

・児童遊園地 

●次期富津市子ども・子育て支援事業計画策定に向

けたニーズの把握 

●（仮称）地域交流支援センター設置の推進 

●赤ちゃん休憩室設置を促す働きかけ 

●ファミリーサポートセンターの会員登録増を図るた

め、クーポンの活用 

●紙おむつ処理用ごみ袋の新生児世帯への配付漏

れの防止 

●保育士支援アドバイザーによる保育士のスキルアッ

プ及び離職防止 

○ひとり親家庭等の自立支援 

○子育ての話なんでも聴きます窓口の円滑な運営 

○子育て世帯の経済的負担軽減を図り、安心して子

育てができる環境づくり 

○親子つどいの場の周知 

○病後児保育、延長保育、一時保育、休日保育など

の保育サービスの維持向上 

○放課後児童クラブ充足率の向上及び支援員・補助

員の養成促進 

○子ども子育て支援事業計画の実施のため、不足す

る担い手･地域資源の新たな掘り起こしと育成 

○子ども医療費の助成のあり方 

○支援を必要とする家庭の早期発見、継続的な働き

かけ（専門職の配置） 

○子どもの貧困対策 

○施設の老朽化、需要の減少予測に基づく、公立保

育所の適正配置 

○保育士の確保 

○児童遊園地・子どもの遊び場の管理運営の見直し

（地域住民との協働） 

・子育て窓口一本化 

・ファミリーサポートセンター事業 

・放課後児童クラブの充実 

・チャイルドシート貸付事業 

・第三子以降の保育料、入園料の無料

化 

・赤ちゃん休憩室事業 

・子育て情報サイトの周知、充実 

・子育て支援センター事業 

・ワークショップの開催 

・児童遊園地管理運営事業 

・新生児支給用指定収集袋支給 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

介護福祉課 ・介護認定 

・保険料の賦課・収納・給付 

・指定事業所の指導監督 

・地域包括支援センター支援 

・老人福祉法に基づく老人福祉施

設への入所 

・老人憩の家 

・ふれあいシニア館 

●第７期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の推進 

●地域密着型サービス事業所の選定及び指定 

●居宅介護支援事業所の指導の実施 

●生活支援体制の整備 

○在宅医療と介護の連携の推進 

○認知症の人に対する支援体制の整備 

○老人憩の家及びふれあいシニア館の管理の見直し 

○介護保険料の徴収率向上 

○介護給付適正化事業（誤った請求や不適切あるい

は過剰なサービスの適正化を図るためのケアプランチ

ェックなど）の拡充 

・老人クラブ活動事業（老人クラブ活動

事業の支援） 

・地域支援事業（介護・福祉サービスを

充実し、高齢者の在宅生活の支援） 

・日本版ＣＣＲＣ「『生涯活躍のまち』構

想」の導入の検討 

・富津市いきいき百歳体操（拡大） 

健康づくり課 ・母子健康手帳の交付 

・乳幼児健診・相談 

・予防接種 

・若年健康診査・保健指導・栄養指

導 

・がん検診 

・成人歯科健康診査 

・君津中央病院企業団等地域医療

機関との連絡調整 

・国民健康保険被保険者の特定健

診・特定保健指導 

●第２期データヘルス計画の推進 

●「健康ふっつ 21（第二次）」中間評価 

●妊娠・出産包括支援（産後ケアサービス）事業によ

る母子に対する支援体制の確保 

●がん検診対象者に対するインセンティブの実施 

●がん検診対象者への勧奨拡大 

○歯・口腔の健康増進の推進 

○君津中央病院企業団の負担金の検討 

○各種がん検診の受診率・予防接種の接種率向上 

○乳幼児健診の受診率向上 

○君津地域医療圏における大規模災害発生時の応

急医療救護体制の確立 

○富津市新型インフルエンザ等対策行動計画（マニュ

アル）の策定 

○食生活指導の実施による健康の維持増進 

○特定健診受診率、特定保健指導率の向上 

・特定健康診査事業 

・成人歯科健康診査事業 

・利用者支援事業 

・特定不妊治療費助成事業 

・妊娠・出産包括支援事業 

・病院情報の発信 

・電子母子手帳の活用 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

国民健康保険課 ・国民健康保険被保険者の資格 

・国民健康保険税の賦課・給付 

・後期高齢者医療保険料の徴収 

・後期高齢者医療制度に係る各種

申請・各種届出の受付 

・被保険者証・通知書の引渡し 

●国保広域化の適切な事務執行 

●１８歳未満の国民健康保険税均等割額の減免制度

の検討 

○後期高齢者医療保険料徴収率向上や保険給付の

適正な実施 

○保険者努力支援制度（後発医薬品の使用促進等）

による財源確保 
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Ⅴ 建設経済部

部局名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

建設経済部 ・都市計画 

・公園 

・国土調査 

・公営住宅 

・建築 

・道路、橋りょう、河川及び港湾 

・労働 

・商工観光 

・農林水産業 

●地籍調査事業計画の推進 

●事業承継事業の推進 

○都市公園等の指定管理者選定 

○管理不全空き家等の調査・指導 

○高速バス関連施設の整備 

○道路整備事業の計画的な実施 

○道路、河川(水路）の機能確保の推進 

○広域連携による周遊型観光事業の推進 

○有害鳥獣対策の実施 

○漁業振興対策の検討 

・都市計画マスタープランの見直し 

・市民ふれあい公園管理事業 

・危険空き家指導 

・高速バス関連施設の整備 

・道路整備事業 

・橋梁長寿命化修繕事業 

・企業誘致奨励制度の改善 

・創業支援事業 

・廃校等を活用した企業誘致 

・商工振興事業 

・商工会・観光協会支援 

・観光地魅力アップ整備事業 

・海水浴場管理運営事業 

・観光大使による PR 

・宿泊、滞在型観光促進事業 

・市民参画イベントの実施 

・地元産品の直売所設置 

・鋸山の文化遺産登録 

・半農半 X の PR 

・農村の多面的機能の維持 

・農作物被害対策事業 

・農業・漁業体験型イベントの実施 

・特産品開発調査、研究事業 

・農業次世代人材投資事業 

・農地中間管理事業 

・耕作放棄地再生事業 

・ノリ共同利用施設整備事業 

・淡水魚かい類種苗放流事業（湊川アユ） 

・地域の実情に応じた規制緩和の検討 

・都市計画事業等の見直し 

・施設利用振興公社の在り方の検討 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

都市政策課 ・都市計画 

・都市公園 

・生産緑地法 

・屋外広告物 

・開発行為 

・地籍調査に係る事務 

・建築確認申請 

・住宅の耐震 

・公共建築物の設計・施工監理・維

持修繕 

・公営住宅の管理 

・住宅施策 

●地籍調査事業計画の推進 

○都市計画道路の見直し 

○市民ふれあい公園施設改修 

○都市公園等の指定管理者選定 

○管理不全空き家等の調査・指導 

・都市計画マスタープランの見直し 

・市民ふれあい公園管理事業 

・危険空き家指導 

・都市計画事業等の見直し 

・施設利用振興公社の在り方の検討 

建設課 ・道路の現況調査・建設統計、認

定、廃止・変更 

・法定道路（市道）、 準用河川等の 

管理、占使用・道路工事施工承認 

・道路の交通規制 

・防犯灯の設置・維持管理 

・法定外道路、水路の管理、使用・

土木工事施工許可 

・道路・準用河川・水路の境界確認 

・公共土木用地の取得 

・道路・橋りょうの新設・改良工事 

・駅周辺整備 

・公共土木施設災害復旧事業 

・高速バスストップ 

・高速バスターミナル 

・道路・橋りょう・その他公共土木

施設の維持補修 

・交通安全施設の設置・維持補修 

○高速バス関連施設の整備 

○道路整備事業の計画的な実施 

○橋梁長寿命化修繕事業の実施 

○公共用地の早期取得 

○道路、河川(水路）の機能確保の推進 

○道路台帳のシステム導入 

○法定・法定外（道路・水路）の境界確定図のシステム 

導入 

○占用・使用許可台帳のシステム導入 

○防犯灯管理台帳の整備 

○公共土木施設災害復旧事業の実施 

・高速バス関連施設の整備 

・道路整備事業 

・橋梁長寿命化修繕事業 

・普通建設事業の見直し 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

商工観光課 ・商工業の振興 

・企業の進出 

・中小企業の融資制度 

・消費生活の相談・消費者教育 

・観光振興 

・観光施設の整備・維持管理 

・温泉供給事業 

●事業承継事業の推進 

○創業支援事業計画の推進 

○商工業事業者への個別相談・セミナーの実施 

○富津地区工業用地等への企業誘致 

○広域連携による周遊型観光事業の推進 

○外国人・スポーツ目的の観光客受け入れ態勢の検討 

○海水浴場管理運営の検討 

○高宕山自然動物園施設整備の検討 

○観光協会の組織強化の検討 

○温泉供給事業経営の検討 

・企業誘致奨励制度の改善 

・創業支援事業 

・廃校等を活用した企業誘致 

・商工振興事業 

・商工会支援 

・観光協会支援 

・観光地魅力アップ整備事業 

・海水浴場管理運営事業 

・観光大使による PR 

・宿泊、滞在型観光促進事業 

・市民参画イベントの実施 

・地元産品の直売所設置 

・鋸山の文化遺産登録 

農林水産課 ・農林水産業の振興 

・農林水産物の消費・安全 

・鳥獣による農林水産業の被害防止 

・農山漁村の振興 

・農林水産業施設の整備・管理 

・農林水産業の災害 

○有害鳥獣対策の実施 

○漁業振興対策の検討 

○急性悪性家畜伝染病対策の体制整備 

○漁港管理の検討 

○林道維持管理の実施 

○漁場整備の検討 

○農業農村整備事業の実施 

○食育推進計画の検討 

・半農半 Xの PR 

・農村の多面的機能の維持 

・農作物被害対策事業 

・農業・漁業体験型イベントの実施 

・特産品開発調査、研究事業 

・農業次世代人材投資事業 

・農地中間管理事業 

・耕作放棄地再生事業 

・ノリ共同利用施設整備事業 

・淡水魚かい類種苗放流事業（湊川アユ） 

・地元産品の直売所設置 

・地域の実情に応じた規制緩和の検討 
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Ⅵ 消防本部

部局名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

消防本部 ・市民の生命、身体及び財産を火

災から保護 

・水火災又は地震等の災害防除及

び被害の軽減 

・災害等による傷病者の適切な搬送 

○職員の適正化及び消防団員の確保 

○災害対応能力及び技術の向上 

○消防施設及び車両等の整備 

○消防広域化の検討 

・消防団を中核とした地域防災力の充

実、強化（女性を含む消防団員の増

員） 

課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

総務予防課 ・消防施策の企画・調整 

・消防に係る予算の調整 

・消防職員の福利厚生 

・消防施設・資機材等の整備・管理

保全 

・消防団事務 

・危険物の規制 

・建築同意 

・防火対象物の立入検査 

・消防用設備等の設置指導 

・火災予防啓発 

・り災証明の発行 

○消火栓用ホース及び格納箱の撤去 

○職員数の適正化 

○個人装備及び消防施設並びに車両等の整備 

○消防広域化の検討 

○消防団員の確保、報酬及び装備品の充実 

○消防法令違反対象物の違反是正 

・消防団を中核とした地域防災力の充

実、強化（女性を含む消防団員の増

員） 

消防署本署 

消防署天羽分署 

・火災の警戒・鎮圧・人命救助・傷

病者搬送等の消防活動 

・消防訓練の指導 

・救命講習等の開催 

○応急手当の普及啓発向上（中学生応急手当講習） 

○災害対応能力及び技術の向上並びに消防団との連

携強化 

○消防水利等の維持管理 
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Ⅶ 教育部

部局名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

教育部 ・教育委員会 

・学校・給食施設 

・学校教育 

・生涯学習事業 

・社会教育 

・芸術及び文化の振興 

・文化財 

・社会体育 

●天羽中学校校舎改築の実施 

●小・中学校再配置個別計画の推進 

●統合中心校改修の検討 

●統合共同調理場建設の検討

●就学援助制度における新入学児童学用品費の小

学校入学前支給の実施 

●旧市役所第二庁舎解体工事の実施

○登下校の安全確保 

○学校教育の指針に基づく学校教育の充実 

○生涯学習の推進 

○文化財の保存・活用のための整備 

・（仮称）ふるさと育英資金事業 

・廃校等を活用した企業誘致 

・子ども 110 番の家 

・地域子ども見守り隊 

・地元産物の学校給食への優先的使用 

・給食食材に係る市民ボランティアとの連

携 

・第三子以降の保育料、入園料の無料化 

・通学費補助 

・小中学校の再配置推進事業 

・富津の自然、歴史、社会の豊かさ活用

事業 

・きめ細かな学校教育推進事業の実施 

・史跡めぐりや郷土史学習等の推進（出

前講座の活用） 

・ふれあいスポーツフェスタの実施 

・市体育施設管理運営事業 

・ブックスタート事業 

・鋸山の文化遺産登録 

・市民のニーズに対応する公民館、市民

会館学級講座の開設

・市民文化祭事業の実施 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

教育総務課 ・教育委員会会議 

・教育行政の施策総括 

・学校施設の整備・補修 

・教育財産の管理 

●天羽中学校校舎改築の実施 

●統合中心校改修の検討 

○計画的な学校施設整備の充実 

○旧環南小学校未登記用地処理及び跡地利用の検

討 

○ふるさと育英資金事業の検討 

・（仮称）ふるさと育英資金事業 

・廃校等を活用した企業誘致 

学校教育課 ・学校教育の推進 

・児童生徒の就学・通学区域 

・幼稚園就園奨励 

・学校保健 

・学校給食 

・給食施設の維持管理 

●統合共同調理場建設の検討 

●就学援助制度における新入学児童学用品費の小

学校入学前支給の実施 

○登下校の安全確保 

・子ども 110 番の家 

・地域子ども見守り隊 

・地元産物の学校給食への優先的使用 

・給食食材に係る市民ボランティアとの連

携 

・第三子以降の保育料、入園料の無料化 

・通学費補助 

学校再配置推進

室 

・学校再配置の総合調整 ●小・中学校再配置個別計画の推進 ・小中学校の再配置推進事業  

教育センター ・教育の実践指導 

・教育資料の収集・作成 

・教育相談 

○放課後学習教室の試行 

○学校教育の指針に基づく学校教育の充実 

○中堅層教員研修、若年層教員研修の充実 

○小中学校の ICT 機器の充実 

・富津の自然、歴史、社会の豊かさ活用事

業 

・ きめ細かな学校教育推進事業の実施 

生涯学習課 ・生涯学習・社会教育の振興 

・青少年健全育成 

・移動図書館・公民館図書室の運

営 

・生涯学習バスの運行 

・文化財の調査・保護・活用 

・体育施設の管理・運営 

・社会体育の振興 

・社会体育関係団体・指導者の指導・育成 

・スポーツレクリエーションの推進 

○ 生涯学習の推進 

○ 子ども・若者の育成支援 

○ 図書館機能の充実 

○ 埋蔵文化財調査体制の整備 

○ 文化財の保存・活用のための整備 

○ 体育施設の活用の促進 

○ 体育施設使用料の見直し 

○ 総合社会体育館の改修計画の検討 

○ 社会体育行事等の充実 

・史跡めぐりや郷土史学習等の推進（出前

講座の活用） 

・ふれあいスポーツフェスタの実施 

・市体育施設管理運営事業 

・ブックスタート事業 

・鋸山の文化遺産登録 
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課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

公民館 ・公民館・市民会館の管理運営 

・社会教育事業の実施 

●旧市役所第二庁舎解体工事の実施 

○市民ニーズの把握と事業展開 

○市民文化祭参加者（団体）の充実した取り組み及び

円滑な実施 

○成人式式典内容の工夫（公運審の意見反映等含む） 

○富津学びの門開催 

○学級・講座へ参加しやすい企画及び環境づくり 

○地域の人材を活かした学級・講座の開設 

○老朽施設（老朽箇所）の計画的補修及び施設整備 

○各３館の新規学級・講座の開設 

・史跡めぐりや郷土史学習等の推進

（出前講座の活用） 

・市民のニーズに対応する公民館、市

民会館学級講座の開設

・市民文化祭事業の実施 
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Ⅷ 水道部

部局名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

水道部 ・市民等へ上水道水を供給 ○給水収益の減少の改善 

○休止資産等の整理及び処分 

○老朽化した施設の整備、更新 

○君津地域水道事業統合広域化に向けての調整 

・君津地域水道事業統合広域化  

課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

業務課 ・水道事業の計画・立案 

・職員の任免・給与 

・予算の執行監理・出納 

・工事の入札・契約 

・給水の開閉栓 

・水道料金の賦課・徴収 

・収納取扱金融機関の指導 

●料金改定の実施 

●休止資産等の処分 

○君津地域水道事業統合広域化に係る総務・経理・

業務の調整 

・君津地域水道事業統合広域化  

工務課 ・事業計画の調査・設計・事業認可

申請 

・水道施設等の設計・工事施工 

・水道の使用開始・廃止の処理 

・指定給水装置工事事業者の指導育成 

・給水違反の取締り・防止 

・漏水の調査・修繕 

・量水器・配水管の維持管理 

・応急給水作業・取水浄水施設・配

水施設等の運営・維持管理 

・水質管理 

・取水管・導送水管の維持管理 

○第３次拡張工事の推進 

○漏水防止対策 

○君津地域水道事業統合広域化に係る給水・建設・

工務・維持管理の調整 

○休止資産等の整理 
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Ⅸ 会計課・議会事務局・農業委員会事務局・選挙管理委員会事務局・監査委員事務局

課室名 
１ 主な所掌事項 ２ 重点的に取り組む事項 ３ 総合戦略の推進 ４ 経営改革の推進 
（H３０年４月１日） ●本年度新規事項 

○前年度以前からの継続事項 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略実行計画 

経営改革プラン実行計画 

会計課 

・金銭・物品の出納 

・県証紙販売 

●前年度指定金融機関等の監査指導事項の確認及

び徹底 

○適正な会計事務の執行のため職員の事務能力の

向上 

○会計事務の見直し及び事務の効率化 

○公金の安全かつ確実、効率的な資金管理 

議会事務局 

・本会議・委員会・その他諸会議 

・議案その他付議事件の処理 

・会議録その他会議の記録の調製 

●全国、関東、県、かずさ四市の市議会議長会におけ

る役員市としての役割の遂行

●議場音響設備改修後のスムーズな移行

○議長の指示のもと、円滑な会議運営 

○議員の調査研究活動への適切な支援 

○会議録等の正確・迅速な公表

農業委員会事務

局 

・農地法に基づく許可・調査 ●遊休農地の発生防止・解消 

●担い手への農地利用の集積・集約化 

●新規参入の促進 

・地域の実情に応じた規制緩和の検討  

選挙管理委員会

事務局 

・選挙人名簿の調製 

・各種選挙の執行管理 

●全国、関東、県選挙管理委員会連合会における役

員市としての役割の遂行 

○選挙開票機器等老朽化による更新 

○選挙執行経費削減に伴う事務効率化

○選挙時における従事者の任用及び人材確保 

○若年層の投票率向上にむけた啓発 

監査委員事務局 法令の規定に基づく監査・検査・審

査・調査 

●千葉県市監査委員協議会第二ブロックにおける役

員市としての役割の遂行 

○監査制度改正に向けた準備 

○各種監査の適正な実施 

○監査結果に対するフォローアップの実施 


